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はじめに 

• 財政の重要性に対する認識を高めよう(ソブリンリスクに喘ぐ
EU） 

• 無駄を省いて、何とかなるレベルを超えている日本財政 

• 一般会計と特別会計合わせて207兆円、その10%(20兆円)ぐ
らい何とでもなったのか 

• マニフェスト財源16,8兆円捻出が不可能であったという重い事
実 

• 国際社会から見たとき、日本の国民負担率はアメリカ並みの
低さ、引き上げの余地あり 

• インフレによる大増税こそ、最悪の選択 

• 巨大な財政赤字があり、中福祉でも高負担、中負担なら低福
祉しか望めない現実 

 

 



PIIGS諸国の財政状況 











1,日本経済の抱える課題 

(1)デフレの継続 

(2)財政赤字の拡大 

(3)社会保障の矛盾の拡大 



2,デフレからの脱却に向けて 

(1)デフレの要因 (その一) 

 ①需要不足の存在(2010年版「経済財政白
書」) 

 ②ゼロ金利政策の継続(失われた金利収入・

限界企業の救済・バブルからの脱却には金融
政策は無効では) 

 ③貯蓄の増大と投資の停滞 

 



(2)デフレの要因(その二) 

 ①リストラによる雇用不安(限界企業の存続よ
り労働者の技能向上) 

 ②賃金の低下、内需の低下(国ができる一次

分配政策としての最低賃金の底上げ、それに
対応できるビジネスモデルを) 

 ③合成の誤謬(国家は国民をリストラできな
い)    





(3)いかにして内需を拡大していくのか 

  ①公共事業による財政支出政策は何をもた
らしたのか(ストックの飽和化) 

  ②確実に存在する需要は社会保障分野だ
(ストックではないだけに飽和化することはない) 





3,社会保障の現実 

(1)少子化の進展とその要因 
 日本型福祉社会の破たん(企業・家族依存) 
(2)社会保障水準の国際比較 
 高齢者から始まった改革、子育てや若者の
貧弱な社会保障    
(3)先進国の大転換期(1970~80年代) 
 産業構造の転換、女性の高学歴化、子供を
持つ機会費用の増大 
(4)国民負担率の国際比較 
 とくに租税負担率の低さが顕著 



女性（25－34歳）の労働力率と出生率（1995年） 



先進12か国の合計特殊出生率と女性の労働力率の相関関係 











4,日本財政は持続可能か 
(1)日本財政の現状 

   財政規律の崩壊状態(フローの赤字をストックで 
埋める) 累積赤字がGDP比200%(1945年と同じ水準)  

(2)金利に脆弱な日本財政 

   日本国債は低金利に救われている いつまで続く
ことが可能か 

(3)財政運営戦略(2010年6月閣議決定)について 

   目標達成は可能か 

(4)震災復興財源について 

   本来的には，一時的な財源なのだが 

    

 







5,社会保障・税一体改革と復興財源 

(1)何よりも優先されるべき復興財源 

   復興連帯税 電源開発税他 

(2)土台になった「社会保障国民会議」「安心社
会実現会議」等の報告 

(3)社会保障国民会議の試算について 

(4)社会保障・税一体改革における改革内容と
必要財源 





















6,デフレからの脱却、社会保障の充実、
消費税の引き上げ(その1) 

• デフレからの脱却 

① 需要不足 とりわけ内需、その太宗は個人消費 
物質的には需要は飽和化(3c) 

② 需要創造 確実に存在する分野である社会保障
(特に現物サービス) 

 待機待ち、慢性的労働力不足、低賃金重労働=付加
価値生産性の向上こそ求められる 

 賃金の引き上げ きちんとした一次分配の必要性=
政府ができるのは、最低賃金の底上げ  











デフレからの脱却、社会保障の充実、
消費税の引き上げ(その2) 

社会保障の充実と財政不安の解消 

① 拡大する財政赤字は支払わないとデフォルトする 

② 時間が経てば経つほど財政赤字に回す分が増え、
社会保障に回す分が減少する 

③ 社会保障の充実による雇用創出効果や内需拡大
効果、将来ヘの不安解消効果 

④ 社会保障分野へ所得再分配すれば、貯蓄性向の
高い層から消費性向の高い層へと再分配され、需
要拡大効果がある  





デフレからの脱却、社会保障の充実、
消費税の引き上げ(その3) 

• 消費税率の引き上げ 

① 97年引き上げは景気に対して中立、アジア金融危  
機、山一・北拓破たん 

② 消費税の段階的引き上げによる価格体系全体の
引き上げ 

③ 目的税として5%の引き上げだが、社会保障機能強
化だけにすべて充てられない 

④ 2015年だけでなく2020年も見据えて、消費税率換
算での将来的な必要額を提示すべき 



6,この難問を野田内閣は乗り越えて
いけるのか 

• 高度成長期以降、増税を訴えた過去、消費
税成立までの苦難の歴史 

• 消費税率3%から5%の引き上げは村山内閣
で大連立政権だった 

• 政府に対する信頼、税に対する信頼が確立
されているのか 

• 納税者権利憲章、国税通則法改正、国税不
服審判所改革、マイナンバー導入、歳入庁 

 


